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事業所アンケート結果 

《在宅生活改善調査・居所変更実態調査・介護人材実態調査・介護事業所調査》 

１. 事業所アンケートの調査概要 

① 調査期間 

令和８年１月15日（木）～令和８年２月19日（木） 

 

② 調査対象数・回答状況 

調査の種類 配布数 回答数 回答率 

在宅生活改善調査 37件 33件 89.2％ 

居所変更実態調査 90件 46件 51.1％ 

介護人材実態調査 207件 131件 63.3％ 

介護事業所調査（市独自調査） 267件 
164件 

(延 173件) 
61.4％ 

 

③ 設問数 

調査の種類 設問数 

在宅生活改善調査 

事業所票 4問 

利用者票 3問 

居所変更実態調査 12問 

介護人材実態調査 

事業所票 
訪問系：4問 

施設・通所系：5問 

職員票 6問 

介護事業所調査（市独自調査） 15問 

 

  

資料 ２－２ 
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在宅生活改善調査結果 

１. 調査概要 

① 対象 

鹿屋市内の居宅介護支援事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機

能型居宅介護事業所、地域包括支援センター 

 

② 目的 

過去１年間（令和６年12月１日～令和７年11月30日）の「自宅等から居場所を変更

した利用者の行先別人数」や「現在利用しているサービスでは、在宅での生活維持が

難しくなっている理由」等を把握し、住み慣れた地域での生活の継続性を高めるため

に必要な支援やサービス、連携のあり方を検討し、介護保険事業計画に反映していく

ことを目的としています。 

 

③ 主な設問（令和７年12月１日時点の状況） 

（１）事業所向け設問 

⚫ 自宅等から居場所変更した利用者の要介護度・行先 

 

（２）ケアマネジャー向け設問 

⚫ 現在のサービス利用では、生活の維持が難しくなっている利用者数やその理由 

（本人の状態・意向に属する理由) 

⚫ 「認知症の症状の悪化」が理由の人の具体的な認知症の症状 

⚫ 「必要な身体介護の増大」が理由の人の具体的な身体介護 

⚫ 生活の維持が難しくなっている理由（家族等介護者の意向・負担等に属する理由） 

⚫ 「生活の維持が難しくなっている人」の生活の改善に必要なサービス変更 

⚫ 「生活の維持が難しくなっている人」の生活の改善に必要な具体的なサービス 

⚫ 生活の改善にあたり施設入所・入居が適切と回答した場合の、現時点で入所・入居

できていない理由 
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２. 調査結果の概要 

① 過去1年間における居所変更の実態と行先 

居所変更の概況と要介護度の傾向 

過去１年間における自宅等から居場所を変更した、もしくは自宅等で死亡した方は、640

人で、その内訳は、「居所変更」が71.7％、「死亡」が28.3％となっています。居所変更

者の要介護度別内訳は、「要介護２」が最も高く、次いで「要介護３」、「要介護１」と

なっており、中低位の要介護度においても一定数の居所変更が発生している実態がうかが

えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【過去１年間の居所変更と自宅等における死亡の割合】  

 【過去１年間に自宅等から居場所を変更した利用者の要介護度の内訳】  
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移動先と生活継続への課題 

自宅等から居所を変更した利用者の行先は、91.9％が「市内」であり、住み慣れた地域

内での住み替えが主流となっています。具体的な行先としては「住宅型有料老人ホーム」

や「特別養護老人ホーム」、「介護老人保健施設」が主な受け皿となっています。その一

方で、「病院・診療所」への移動も一定の割合を占めており、住み慣れた住まいで生活を

継続するためには、介護サービスのみならず医療的ニーズへの対応力強化が不可欠である

ことが示唆されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【過去１年間に自宅等から居場所を変更した利用者の行先別の人数】  
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② 生活維持困難者の属性と在宅生活の継続を阻む要因 

生活維持が困難な利用者の割合 

現在、自宅等に居住する利用者のうち、ケアマネジャーの判断で「生活の維持が難しい」

とされる割合は5.7％となっています。世帯類型別では「独居（持ち家）」が最も高く、社

会的つながりが希薄化した環境での在宅継続における課題が顕著に現れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者】  

 【現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者の属性】  



6 

本人の状態に属する要因 

生活の維持が難しくなっている理由は、本人の状態に属する要因として「認知症の症状

の悪化」が最も高く、その具体的な内容の内訳は、「薬の飲み忘れ」や「家事に支障があ

る」と回答した割合が高くなっています。また、『要介護３～５』では「必要な身体介護

の増大」が76.4％に達しており、特に「排泄」や「移乗・移動」、「入浴」への対応が、

在宅生活の継続を阻む具体的な要因となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【生活の維持が難しくなっている理由】（本人の状態に属する理由/複数回答）  

 【生活の維持が難しくなっている理由】（本人の意向に属する理由/複数回答）  
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 【「認知症の症状の悪化」が理由の人の具体的な内容】（複数回答）  

 【「必要な身体介護の増大」が理由の人の具体的な内容】（複数回答）  
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家族等介護者に属する要因 

在宅での生活について、家族等の介護者側が生活の維持が難しくなっていると考える理

由では、「介護者の介護に係る不安･負担量の増大」が最も高くなっています。特に『要介

護３～５』では72.7％まで上昇しており、介護者の精神的・肉体的な疲弊が、在宅継続を

困難にする決定的な要因となっている実態がうかがえます。 

 

 

 

  

 【生活の維持が難しくなっている理由】（家族等介護者の移行・負担等に属する理由/複数回答）  
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③ 生活改善に向けた支援ニーズと整備の方向性 

生活改善に必要なサービス変更 

生活の維持が困難な利用者148人のうち、改善できるサービスとして「より適切な住ま

い・施設等」が最も高く半数を超える77人となっています。具体的には、「特別養護老人

ホーム」が15人、「その他施設等の待機者」が62人、「在宅サービス待機者」が61人存在

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【「生活の維持が難しくなっている人」の生活の改善に必要なサービス変更】 
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生活改善に必要なサービス内訳 

より快適と思われる具体的なサービスの内訳は、「その他施設等の待機者」（62人）で

は「住宅型有料」や「グループホーム」の割合が高くなっており、５割を超えています。

一方、「在宅サービス待機者」（61人）では「ショートステイ」や「訪問看護」へのニー

ズが高くなっており、家族の休息（レスパイト支援）と医療連携の強化が、在宅継続を支

えるための重要な柱であると推察されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入所・入居に至らない背景 

施設に入所できていない理由としては、要介護３～５においては「申し込みをしていな

い」が最も高くなっており、円滑なサービス移行を支える相談支援体制の充実などが必要

であると推察されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住宅型有料 35人 56.5% 住宅型有料 9人 14.8%

ｻ高住 15人 24.2% ｻ高住 4人 6.6%

軽費老人ﾎｰﾑ 4人 6.5% 軽費老人ﾎｰﾑ 1人 1.6%

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 32人 51.6% ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 14人 23.0%

特定施設 4人 6.5% 特定施設 0人 0.0%

介護老人保健施設 7人 11.3% 介護老人保健施設 11人 18.0%

介護医療院 5人 8.1% 介護医療院 9人 14.8%

特別養護老人ﾎｰﾑ 17人 27.4% 特別養護老人ﾎｰﾑ 12人 19.7%

ｼｮｰﾄｽﾃｲ 19人 31.1%

訪問介護､訪問入浴 14人 23.0%

夜間対応型訪問介護 5人 8.2%

訪問看護 16人 26.2%

訪問ﾘﾊ 9人 14.8%
通所介護､通所ﾘﾊ､
認知症対応型通所

12人 19.7%

定期巡回ｻｰﾋﾞｽ 14人 23.0%

小規模多機能 10人 16.4%

看護小規模多機能 2人 3.3%

訪問診療 5人 8.2%

居宅療養管理指導 7人 11.5%

その他施設等の待機者(62人) 在宅サービス待機者(61人)

住
ま
い
・
施
設
等

在
宅
サ
ー

ビ
ス

特養待機者(15人)

特別養護老人ﾎｰﾑ 15人 100.0%

 【「その他施設等の待機者」、「在宅サービス待機者」及び「特養待機者」の生活の改善に筆硫黄なサービス】（複数回答）  

 【特養に入所できていない理由】 

（改善に必要なサービスで、特養を選択した人） 

 【特養以外の住まい・施設等に入所・入居できていない理由】 

（改善に必要なサービスで、特養以外の施設等を選択した人） 
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居所変更実態調査 

１. 調査概要 

① 対象 

鹿屋市内の施設・居住系サービス事業所及び住まい 

 

② 目的 

過去１年間（令和６年12月１日～令和７年11月30日）で施設・住居系サービスの入

所・入居者のうち居所を変更した方の人数や理由等を把握し、施設・居住系サービス

での生活の継続性を高めるために必要な機能や外部サービス資源との連携等を検討し、

具体的な取組につなげていくことを目的としています。 

 

③ 主な設問（令和７年12月１日時点の状況） 

⚫ 過去１年間で入所・入居した者の従前の居所 

⚫ 過去１年間で退去した者の退去先・要介護度・理由 

⚫ 受け入れ可能な医療処置の種類 

⚫ 医療処置が必要な入所・入居者数 
 

２. 調査結果の概要 

① 看取りの実態と生活継続を阻む要因 

施設における看取り（死亡）の割合 

過去１年間の退居・退所者に占める死亡の割合は、「介 

護医療院」が最も高くなっており、次いで「特別養護老人 

ホーム」となっています。これらの施設は地域の「終の棲 

家」としての機能を果たしている実態がうかがえます。 

住宅型有料・グループホームの動向 

「居所変更」が占める割合は、「介護老人保健施設」が 

最も高くなっており、次いで「住宅型有料老人ホーム」、 

「グループホーム」の順となっています。「介護老人保健 

施設」は本来の役割である『在宅復帰』を反映しています 

が、「住宅型有料老人ホーム」や「グループホーム」にお 

いては、『医療的ケア』への対応困難が主な要因となり、 

病院等へ居所を変更するケースが多数存在しています。  

 【過去１年間に退去・退所者に占める居所変更・死亡の割合】 
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居所変更時の要介護度 

介護老人保健施設を除外した居所変更時の要介護度は「要介護４」が最も高くなってい

ます。また、病院などへの居所変更の『低下』を目指すべき「要介護２以下」の居所変更

率は13.8％となっており、比較的軽度な段階から施設内での生活継続が困難になるケース

が見受けられます。一方、『向上』を目指すべき「施設等における死亡率（看取り率）」

は62.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【居所変更した人の要支援・要介護度】（老健を除外）  
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② 居所変更の理由と「医療の壁」 

居所変更が発生する主な理由 

居所変更の理由を全体でみると、「医療的ケア」が最も高くなっており、施設等での生

活継続を阻む最大の要因となっています。サービス種別では、特に「グループホーム」や

「住宅型有料老人ホーム」においてその傾向が顕著であり、医療ニーズの増大への対応が

課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

退居・退所後の行先 

『住宅型有料老人ホーム』 

からの転居先は、「病院・診 

療所」が最も高くなっていま 

す。『グループホーム』にお 

いても同様に「病院・診療所」 

が最も高くなっており、本来 

の「住まい」としての機能を 

維持できず、医療機関へ依存 

せざるを得ない状況がうかが 

えます。 

 

 【居所変更した理由】 

【住宅型有料老人ホーム】 【グループホーム】 
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入居時の流入経路 

入居時の経路については、『住宅型有料老人ホーム』では「自宅」（47.5％）が最も高

くなっています。一方で、『グループホーム』では「病院・診療所」（47.5％）が最も高

くなっており、病院と施設を繰り返す循環や、自宅から施設へ移っても「医療の壁」によっ

て生活が中断される実態がうかがえます。住み慣れた『住まい』で最期まで暮らし続ける

ためには、医療ニーズへの対応力強化が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【住宅型有料老人ホーム】 【グループホーム】 
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③ 今後の機能強化と医療連携の方向性 

受け入れ可能な医療処置の現状 

各施設等で対応可能な医療処置は、「褥瘡の処置」が最も高くなっており、次いで「点

滴の管理」、「酸素療法」となっています。これらの処置への対応能力が、施設での生活

を継続する上での重要な要素の一つとなっていることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療処置が必要な入居者の実態 

実際に入所・入居者の中で医療処置を 

受けている人の割合は、医療系を除いた 

施設等の中では「地域密着型特定施設」が 

最も高く、次いで「特別養護老人ホーム」、 

「介護老人保健施設」となっており、医療 

ニーズを抱えながら生活している実態が浮 

かび上がっています。 

  

 【受け入れ可能な医療処置の種類】  

【医療処置が必要な入所・入居数の割合】 
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介護人材実態調査結果 

１. 調査概要 

① 対象 

鹿屋市内の施設・居住系サービス事業所、通所系サービス事業所、訪問系サービス

事業所 

 

② 目的 

介護人材の性別・年齢構成、資格保有状況、過去１年間の採用・離職の状況、訪問

介護サービスにおけるサービス提供の実態などを把握し、地域内の介護人材の確保・

サービス提供方法の改善などにつなげていくことを目的としています。 

 

③ 主な設問（令和７年12月１日時点の状況） 

（１）事業所向け設問 

⚫ 介護職員数及び雇用形態 

⚫ 過去１年間（令和６年 12月１日～令和７年 11月 30日）の採用者数及び離職者数 

 

（２）介護職員向け設問 

⚫ 資格保有の状況 

⚫ 現在の事業所へ入職する直前の職場 

⚫ 訪問介護サービスで１週間のうち身体介護及び生活援助を提供した時間 
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２. 調査結果の概要 

① 性別・雇用形態別の年齢構成と資格保有状況 

資格保有の状況 

全体の61.2％が「介護福祉士」を保有しており、特に30歳代と40歳代で高くなっていま

す。一方で、70歳以上では32.4％、20歳代では34.7％が「いずれも該当しない」と回答し

ており、ベテラン層の引退を見据えた若年層への資格取得支援が最優先の課題であると推

察されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用形態の傾向 

全サービス系統では「常勤職員」が69.9％を占めていますが、訪問系では36.3％、通所

系では35.5％が「非常勤職員」であり、在宅サービスが多様な雇用形態に支えられている

状況がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【年齢別の資格保有の状況】  

【サービス系統別の常勤職員・非常勤職員の割合】 
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年齢層の偏り 

『訪問系』において、女性全体でみると50歳代(23.6％)と60歳代(22.9％)が突出してお

り、担い手の高齢化が顕著となっています。対して『施設・居住系』では、20歳代から40

歳代が一定の割合を占め、バランスの取れた構成となっています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別・年齢別の雇用形態の構成比】（全サービス系統合計 ｎ＝1,370） 

【性別・年齢別の雇用形態の構成比】（訪問系 ｎ＝157） 
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【性別・年齢別の雇用形態の構成比】（施設・居住系 ｎ＝821） 

【性別・年齢別の雇用形態の構成比】（通所系 ｎ＝392） 
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② サービス系統別の採用・離職の現状と人材の流動性 

職員数の推移 

全サービス系統の職員数は昨年比100.5％と横ばいですが、施設・居住系が102.1％と伸

長しているのに対し、訪問系は99.8％、通所系は98.0％と、在宅系サービスでの人員確保

が停滞している状況が分析されます。 

全体で270名の採用に対し262名が離職しており、特に常勤職員においては採用163名に対

し離職167名と、わずかながら流出が超過している実態がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

採用の経路 

新規採用者の前職の場所は72.7％が「鹿屋市内」であり、地域内での人材の奪い合いが

起きている可能性が示唆されます。また、入職者のうち83人は「介護以外」からの入職で

あり、未経験層の定着支援が提供力を維持する鍵となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

※上記の分類が可能となるすべての設問に回答のあった方のみを集計対象としています。 

※「介護職以外」からの入職者には、働いていなかった方の入職者数を含みます。 

  

【介護職員数の変化】 

【前の職場が介護事業所である職員の前の職場の場所】 
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③ 訪問介護のサービス提供実態と見直しの方向性 

サービス提供時間の内訳 

『介護給付』における訪問介護では、「身体介護」が54.7％であるのに対し、「掃除」

が27.0％、「調理・配膳」が8.3％を占めています。特に『予防給付・総合事業』において

は、「掃除」が32.4％、「調理・配膳」が13.3％まで上昇し、生活援助の比重が高まって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【訪問介護のサービス提供時間の内容別の内訳】（介護給付） 

【訪問介護のサービス提供時間の内容別の内訳】（予防給付・総合事業） 
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年齢別の業務分担 

訪問介護員の年齢別にみると、70歳以上の『介護給付』では「掃除」が45.4％に達し、

『予防給付・総合事業』では51.9％と過半数を占めています。一方で、『介護給付』の20

歳代、30歳代、50歳代では「身体介護」を６割以上担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【訪問介護員の年齢別のサービス提供時間の内容別の内訳】（介護給付） 

【訪問介護員の年齢別のサービス提供時間の内容別の内訳】（予防給付・総合事業） 
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介護事業所調査結果 

１. 調査概要 

① 対象 

鹿屋市内の介護サービス事業所 

 

② 目的 

令和９年度から令和11年度までを計画期間とする「高齢者保健福祉計画・第10期介

護保険事業計画」策定の基礎資料とすることを目的として、市内の介護サービス事業

所に対し、事業所の運営状況やサービス提供状況についてアンケート調査を実施しま

した。 

 

③ 主な設問（令和７年12月１日時点の状況） 

⚫ 従業者の職種別過不足の状況 

⚫ 年代別の従業者の人数 

⚫ 令和６年度の年代別離職者数 

⚫ 介護助手の活用状況 

⚫ 外国籍労働者の受入方法 

⚫ 従業者確保のために行政に期待すること 

⚫ 職場体験やインターンの受け入れ状況 

⚫ 地域との連携を図るために取り組んでいるもの・今後取り組みたいもの 

 

 

  

※市独自調査 
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２. 調査結果の概要 

① 従業員の過不足状況 

事業所全体の過不足状況については、「大いに不足」、 

「不足」または「やや不足」と回答した割合が合計で54.9% 

に達しており、過半数の事業所が人員不足を感じています。 

職種別でみると、医師や薬剤師などの高度専門職では人員 

基準を満たし「適正」とする回答が約９割に及ぶ一方で、 

「支援相談員」や「介護職員」、「訪問介護員」などの現 

場職種では、基準内であっても「十分ではない」とする不 

足感が顕著となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員の職種別過不足状況】 

【従業員の過不足状況】 
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② 採用活動の限界 

不足を招いている要因として、85.3%の事業所が「採用が困難である」ことを挙げており、

「事業を拡大したいが人材が確保できない」を大きく上回る課題となっています。事業拡

大を希望していても人材確保が追いつかない現状があり、採用市場そのものが極めて厳し

い状況にあることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 従業員の年齢構成と若年層の定着課題 

従業員の年代別割合は、「50代〜60代」と「30代〜40代」を合わせると全体の８割以上

を占めており、中堅・高年齢層が現場の主力となっています。対して、「10代〜20代」の

若年層はわずか7.7%に留まり、「70代以上」の割合と同水準となっています。 

さらに深刻なのは定着面であり、全退職者に占める「10代〜20代」の割合は17.4%と、従

業者構成比の倍以上に達しています。若年層の絶対数が少ない中で離職傾向が強く、次世

代の担い手育成が構造的な困難に直面している実態が浮き彫りとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員が不足している理由】 

【従業者数と年代別割合】 【R6退職者と年代別割合】 
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④ 多様な人材活用の現状と課題 

人手不足への対策として期待される多様な人材の活用は、まだ一部の事業所に留まって

います。介護助手を「導入している」事業所は19.7%、外国籍労働者を雇用している事業所

も15.0%であり、地域全体への普及には至っていません。 

外国籍労働者を雇用している事業所における受け入れ方法の内訳は、技能実習生と特定

技能１号を合わせると約９割を占めており、特定の在留資格制度に依存しています。専門

職以外の業務を切り分ける介護助手の活用や、外国籍人材の受け入れ体制整備には、依然

として高いハードルが存在していることが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【介護助手の活用について】 

【外国籍労働者の有無】 

受入方法別にみる 

外国籍労働者の人数 
人数 割合 

EPA 0 0.0％ 

在留資格「介護」 2 2.2％ 

在留資格「特定技能１号」 37 40.7％ 

技能実習生 45 49.5％ 

留学生 0 0.0％ 

その他 7 7.7％ 

サンプル数 91 100.0％ 
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⑤ サービス提供状況 

事業所のサービス提供状況は極めて活発であり、「定員の８割程度の利用がある」また

は「定員(提供可能数)にほぼ達しており、待機者もいる」、「定員にほぼ達しているが、

待機者はいない」と回答した事業所が全体の８割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 地域との連携を図るための取組 

地域連携については、すでに半数以上の事業所が職場体験を受け入れており、「学生の

職場体験等の受入れ」や「利用者以外の地域住民からの介護や福祉に関する相談対応」に

積極的に取り組んでいます。今後の展望としては、「地域との災害時等の避難訓練・避難

体制づくり」への関心が高まっており、日常的な交流から、より実効性の高い共助体制の

構築へと意識が移行しつつあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業所のサービス提供状況】 

【地域との連携を図るために取り組んでいるもの、今後取り組みたいもの】 



28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 行政への要望 

高い介護需要に応えつつ現場を維持するため、行政に対しては「行政手続き(申請書、報

告等)の簡素化」を求める声が最も高く、次いで「介護ロボットやICT導入のための補助金

交付」への期待が高くなっています。 

 

 

 

 

【地域との連携を図るために取り組んでいるもの、今後取り組みたいもの】 

【地域との連携を進めるために必要な取組み】 


